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農地面積の推移

管理放棄地の現況

農地面積等の推移

○ 農地については、今後とも一定の転用需要が避けられない一方、農地開発による面積の増加は期待しにくい状
況にあり、今後とも農地面積は減少する見込みである。

○ 国際的な食料事情が一層不安定化する中で、国内農業生産の基礎となる農地の確保が喫緊の課題である。

■ 農地面積等の推移
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拡張 累計105万ha（S37～H20）

かい廃 累計251万ha（S37～H20）

609万ha（S36）：ピーク

463万ha（H20）

146万ha減

344万ha（S44）：ピーク

272万ha（S33）：ピーク

252万ha（H20）

211万ha（H20）

11.3万ha（S46）

2.4万ha（H20）

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」より国土計画局作成（農林水産省「第1回耕作放棄地対策研究会（H20.7.1）」資料を参考）
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管理放棄地の現況

※ 耕作放棄地面積は個々の農家単位の申告を基に集計されたも

のであるため、その具体的な場所や営農再開が容易なのか困
難なのか等の状況までは把握されていない。

管理されない農地(耕作放棄地)の現況

資料：農林水産省「農林業センサス」より国土計画局作成

○ 耕作放棄地の面積は、ここ20年は増加傾向にあり、平成17年農林業センサスにおいて38.6万ｈａで、これは埼玉
県の面積とほぼ同程度となっている。

○ その発生要因をみると、「高齢化等による労働力不足」が約5割と最も高く、以下「生産性が低い」、「農地の受け
手がない」、「土地条件が悪い」の順になっている。

■ 耕作放棄地面積の推移

■農家：
・ S50～S60：日本の国土を東日本・西日本の両地域に区分し、東日本では経営耕
地面積が10a以上、西日本では5a以上で、農業を営む世帯。（その他、規定の経
営耕地規模未満のものでも、年間農産物総販売額によって対象とする例外規定
あり（対象とする年間農産物総販売額は調査年によって異なる。）。）

・ H02～：経営耕地面積が10a以上の農業を営む世帯及び経営耕地面積がこの規
定に達しないか全くないものでも、調査期日前1年間における農産物販売金額が
15万円以上あった世帯。

■土地持ち非農家：農家以外で耕地及び耕作放棄地を5a以上所有している世帯。
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資料：（財）農政調査委員会｢農業振興地域・農地制度等の実態把握及び効果分析に関する調査｣

注１：平成16年２月に全市町村を対象に調査したものである（回収率67％）。

注２：回答市町村数（上位２つまで重複回答あり）の構成比である。

資料：農林水産省「第１回耕作放棄地対策研究会（H20.7.1）」より引用

■ 耕作放棄の発生要因

土地条件が悪い 高齢化等により労働力が不足

通作が不便

離農

生産性が低い

農地の受け手
がない

生産調整等を契機として

土地の買占め

相続による
農地の分散化

（％）
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径14-22cm
長3.65-4.0m
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管理放棄地の現況

木材価格の動向

資料：農林水産省「木材価格」より国土計画局作成

○ 木材価格は長期的に下落傾向が続いている。平成19～20年にかけて一旦下げ止まったこともあったが、その後
は再び下落傾向にある。

■ 木材価格の推移(平成19(2007)年1月価格を100とした指数)
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管理放棄地の現況

適切な管理がされていない森林の現況①－１

○ 森林所有者の意向調査アンケートの結果、5割強の森林所有者が概ね手入れを行っている一方、十分な管理を
行っていない所有者（「あまり手入れされていない」「全く手入れされていない」の合計）も4割程度みられる。

○ 今後の管理意向をみると、「必要だと思うが難しい」が最も多く、3割強を占める。一方、所有者自身が多少の費
用を負担しても管理を行うことが必要だと感じている人が4割程度みられる（「積極的に行いたい」「費用負担の支
援があれば行いたい」の合計）。

■ 森林管理の現状

資料：国土交通省国土計画局「国土の国民的経営の具体的展開に向けた基礎調査」(平成20年3月)より作成

■ 今後の森林管理の意向

回答者数
741人

(100.0%)

回答者数
727人

(100.0%)

＜「国土の国民的経営」森林所有者の意向調査（アンケート）の概要＞
□調査方法：インターネットアンケート／自記式アンケート □調査時期：平成２０年３月
□調査対象：インターネットアンケート／調査会社の登録モニターから８地方ブロック毎に２５人の森林所有者を抽出（計２００名）。

自記式アンケート／全国９地方ブロック１０森林組合に参加している森林所有者各１００人を抽出（５６３名から回収）。

問 あなたが所有している森林はどの程度手入れが
行われていますか。

問 あなたが所有している森林の手入れについて、
今後どのようにしていきたいと思いますか。

全く手入れ
されていない

16.2%

わからない・知らない
5.3%

十分手入れ
されている

10.7%

ある程度手入れ
されている

42.0%

あまり手入れ
されていない

25.9%

手入れの必要はない
・行わない

9.4%

積極的に行いたい
12.9%

費用負担の
支援があれば
行いたい
27.1%

費用負担が
全くなければ
行いたい
17.3%

必要だと思うが
難しい
33.3%
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30～39歳（n=56）

20～29歳（n=30）

積極的に行いたい 費用負担の支援があれば行いたい 費用負担が全くなければ行いたい

必要だと思うが難しい 手入れの必要はない・行わない
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管理放棄地の現況

資料：国土交通省国土計画局「国土の国民的経営の具体的展開に向けた基礎調査」(平成20年3月)より作成

■ 今後の森林管理の意向（年齢別）

○ 今後の森林管理の意向を所有者の年齢別にみると、年齢が高くなるにつれ、管理に対する意識は高まる傾向に
ある。一方、30歳代、40歳代では「必要だと思うが難しい」が4割以上と高くなっており、比較的若い世代におい
て、管理の必要性は認識しつつも継続的な管理は困難と考えていることが窺える。

適切な管理がされていない森林の現況①－２
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管理放棄地の現況

適切な管理がされていない森林の現況②

○ 所有している森林や相続可能性のある森林について、後継者が「いる」と回答した人は8割弱であった。
○ 後継者がいると回答した人について、約2割が後継者に管理意識は「ない」、4割弱が「わからない」と回答してお

り、これらの森林については将来的な管理放棄が懸念される。

■ 所有森林や相続予定森林の後継者の有無

資料：国土交通省国土計画局「国土の国民的経営の具体的展開に向けた基礎調査」(平成20年3月)より作成

■ 後継者の管理意志の有無

回答者数
752人

(100.0%)

回答者数
577人

(100.0%)

次世代以降の所有者の代で管理放棄される可能性の
ある森林が、全体の６７．４％を占める。

問 あなたが所有している森林や、相続する権利の
ある森林を、さらに相続する後継者はいますか。

【後継者がいる方にお伺いします】
問 後継者は森林を管理する意志はあると思いますか。
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管理放棄地の現況

適切な管理がされていない森林の現況③

○ 国土交通省の調査において、適切に管理がされていない森林として①無植栽伐採跡地、②無間伐林分、③放棄
竹林の3種類を設定し、衛星画像の判読及び現地調査により全国の面積を推計したところ、合計3.9～22.9万ha
との結果を得ている。

無植栽伐採跡地の現地写真

無間伐林分の現地写真
資料：国土交通省国土計画局「森林管理の現況把握に関する調査」(平成17年3月)より作成

■ 適切な管理がなされていない森林

項 目 概 要 推計結果 備考

無植栽伐採跡地
人工林の皆伐跡地
で植栽が行われて
いない林地

2.1～10.2
万ha

人工樹林の伐採後に
広葉樹林を育成する
こととし、天然更新を
行っている場合とは
区別がつかない

無間伐林分

林齢が約30年生以

上で間伐の痕跡が
無く、表土の浸食
がみられるような著
しく過密な人工林

0.6～8.5
万ha

より具体的には、間伐
の痕跡が無く、表土の
浸食が見られたり、

造林木の自然間引き
が発生しているような
過密な人工林が対象
である

放棄竹林
施業が行われず
放置されている
竹林

1.1～4.2
万ha

合計
3.9～22.9

万ha
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適切な管理がされていない森林の現況④

■ 造林未済地の面積推移

資料：林野庁資料より国土計画局作成

○ 造林未済地とは、人工林伐採跡地のうち、伐採後3年以上経過しても更新が完了していない林地をいう。
○ このまま放置されれば、森林の公益的機能の発揮や木材の安定供給に支障をきたすことが懸念される。

管理放棄地の現況

万ha

9

うち、天然更新により
森林として成立したものが
1.1万ha

減少
1.6万ha

0.9万ha2.5万ha

1.7万ha

0.9万ha

新規増加

【天然更新】
伐採跡地等において、主として天

然の力によって次の世代の樹木を
発生させること。自然に落ちた種子
が発芽して成長する場合と樹木の根
株からの発芽（萌芽）等により成長す
る場合がある。
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管理放棄地の現況

管理されない建物(空家)の現況

○ 「住宅・土地統計調査」によれば、平成15年現在の空家は全国で659万戸であり、全住宅の12.2%である。このう

ち、何らかの形で管理がされている可能性が高い、別荘等の「二次的住宅」、「賃貸用の住宅」及び「売却用の住
宅」を除いた「その他空家」は212万戸であり、全住宅の3.9%に相当する。

○ 市区町村ごとに「その他空家」の全住宅に占める比率をみると、山間部・半島部の市町村で値が高くなる傾向が
見られる。

2%未満

2～4%

4～6%

6～8%

8%以上

資料： 総務省「平成15年住宅・土地統計調査」より国土計画局作成

注 ： 同調査においては市区町村単位の集計が
行われるのは市、区、人口1万5千人以上
の町村である。
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不在村者等の所有する土地の現況

不在村者が所有する耕作放棄地、森林

一農業委員会当たり
耕作放棄地・遊休農地面積 （a）

うち不在村者の所有

面積 （b） 面積割合
（b/a）

田 65.1 16.9 26%

畑 64.0 16.4 26%

資料：全国農業会議所「不在村農地所有の管理実態に関する調査」
(平成19年3月)より国土計画局作成

■ 各農業委員会の管内において不在村者の
所有する耕作放棄地・遊休農地の面積

注： 平成18年12月現在の全国の農業委員会1,844に対するアン
ケート調査の結果

■ 不在村者の所有する私有林面積と森林組合加入者面積割合

資料：農林水産省「農林業センサス」より国土計画局作成

○ 所有者不明土地の詳細な全国統計は存在しないので、以下、参考のため「不在村者の所有する土地」に関する
統計・アンケート調査の結果を示す。

○ 農地については、全国の農業委員会に対するアンケート結果によれば、管内の耕作放棄地・遊休農地のうち不
在村者のうち不在村者が所有する割合は約1/4である。

○ 森林については、私有林面積のうち、不在村者の所有する面積は約1/4である。また、不在村者保有の森林は

在村者と比べ森林組合加入の割合が低く、居住地が所有森林の遠方にあるほど林業経営への関心が薄いと考
えられる。

単位：ha 万ha

24.4%
21.8%

18.8%
24.6%

14.9%

注： 在村者とは、森林保有者が森林の所在する市区町村の区域に居住して

いるか、又は事業所を置いている場合をいい、不在村者とは在村者以外
の者をいう。

注： 昭和45年調査では、不在村者の県外、県内の別のデータはなし。

75.6%

在村者・不在村者別私有林面積
森林組合
加入者面積割合（H17）

全体：66.2%
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不在村者等の所有する土地の現況

所有森林の境界の認知度（在村・不在村者別）

○ 森林所有者の意向調査アンケートの結果、所有森林の境界の認知度をみると、在村者では「わかっている」「だ
いたいわかっている」が各約4割となり、概ね森林の境界は認知されている。

○ しかしながら、不在村者では「わかっている」が1割強、「だいたいわかっている」が4割弱となり、約半数が所有者
自身では森林の境界を認知していないことがうかがえる。

■ 所有森林の境界の認知度（在村所有者）

資料：国土交通省国土計画局「国土の国民的経営の具体的展開に向けた基礎調査」(平成20年3月)より作成

■ 所有森林の境界の認知度（不在村所有者）

回答者数
626人

(100.0%)

回答者数
105人

(100.0%)

問 あなたはご自身が所有している森林の境界を
知っていますか。

問 あなたはご自身が所有している森林の境界を
知っていますか。

わかっている

43.6%

だいたい

わかっている

38.8%

自分以外に

わかっている

人がいる

12.6%

わからない

5.0% わかっている

13.3%

だいたい

わかっている

38.1%

自分以外に

わかっている

人がいる

30.5%

わからない

18.1%

＜「国土の国民的経営」森林所有者の意向調査（アンケート）の概要＞
□調査方法：インターネットアンケート／自記式アンケート □調査時期：平成２０年３月
□調査対象：インターネットアンケート／調査会社の登録モニターから８地方ブロック毎に２５人の森林所有者を抽出（計２００名）。

自記式アンケート／全国９地方ブロック１０森林組合に参加している森林所有者各１００人を抽出（５６３名から回収）。
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消滅した集落の跡地管理の状況

不在村者等の所有する土地の現況

○ 「過疎地域等における集落再編成の新たなあり方に関する調査」(平成12年)で把握された集落のうち、「国土形
成計画策定のための集落の状況に関する現況把握調査」(平成19年3月)までに消滅したのは191集落である。

○ これら集落の過半において跡地管理が十分に行われず、荒廃がみられる。

■ 各圏域別・消滅した集落の資源管理状況別集落数

資料：国土交通省国土計画局「国土形成計画策定のための集落の状況に関する現況把握調査」(平成18年度)より作成
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消滅した集落の主な地域資源の管理状況

不在村者等の所有する土地の現況

○ 「過疎地域等における集落再編成の新たなあり方に関する調査」(平成12年)で把握された集落のうち、「国土形
成計画策定のための集落の状況に関する現況把握調査」(平成19年3月)までに消滅した191集落における地域
資源の管理状況をみると、住宅や森林・林地、農地・田畑については40%程度の消滅集落においては元住民が

管理しているが、放置されている集落も多く見られる。これに対して、河川・湖沼・ため池や集落道路・農道等、用
排水路等については行政が管理している割合が多くなっている。また、集会所・小学校等や神社・仏閣等につい
ては半数以上が放置されている。

■ 消滅した集落の跡地の資源管理状況

資料：国土交通省国土計画局「国土形成計画策定のための集落の状況に関する現況把握調査」(平成18年度)より作成



15

今後消滅が危惧される集落の耕地・森林面積

不在村者等の所有する土地の現況

○ 国土計画局の実施した「国土形成計画策定のための集落の状況に関する現況把握調査」(平成19年3月) によ
れば、現存する約6万2千集落のうち、「今後10年以内に消滅」又は「いずれ消滅」する恐れがあると予測された
集落数は2,638(集落全体の4.2%)である。これら「今後消滅する可能性のある」集落について、「農林業センサ
ス」に基づく都道府県別・農業地域類型別の1集落当たりの平均耕地面積・林野面積を用い、集落の耕地面積や
森林面積を試算した。

○ この結果、今後消滅する可能性のある集落の耕地面積は6.8万ha（全国の耕地面積の1.4%）、森林面積は50.4
万ha（全国の森林面積の3.6%）と推計された。

資料：国土交通省国土計画局「維持・存続が危ぶまれる集落の新たな地域運営と資源活用に関する方策検討調査」(平成20年3月)より作成

■ 今後消滅が危惧される集落の耕地・林野面積

※１： 林野面積＝財産区有＋私有
※２： 国土交通省国土計画局「国土形成計画策定のための集落の状況に関する現況把握調査」（平成18

年度）より。（集落数は｢2005農林業センサス｣の農業集落数とは異なる。）
※３： 農林水産省｢2005農林業センサス｣より。
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不在村者等の所有する土地の現況

(参考)高齢者の所有する土地の面積

○ 平成15年の「土地基本調査」によれば、世帯の所有する土地のうち、「家計を主に支える者」の年齢が65歳以上
の世帯が所有する土地の総面積は、約430万haであり、世帯の所有する土地の総面積の約4割、国土面積の
約1割を占める。

○ 地目で見れば山林の面積が大きく、かつ、世帯の所有する山林に占める高齢者所有の土地の面積割合が高い。

所有土地の計 現住居の敷地 農地 山林
現住居の敷地
以外の宅地

25歳未満 1 0 0 0 0

25-29歳 2 0 1 1 0

30-34歳 8 1 3 3 0

35-39歳 31 3 15 13 1

40-44歳 69 4 32 32 1

45-49歳 113 6 48 56 3

50-54歳 173 10 68 91 5

55-59歳 162 10 56 91 5

60-64歳 135 9 46 76 5

65-74歳 274 15 83 167 9

75歳以上 156 8 39 103 6

不詳 1 0 0 0 0

合計 1124 66 390 632 35

(再掲) 65歳以上

所有面積 430 23 122 270 15

所有面積割合 38.3% 34.8% 31.3% 42.7% 42.9%

資料：国土交通省土地･水資源局「平成15年土地基本調査」より国土計画局作成

（万ha）■ 年齢別の所有土地面積の状況



○ 地籍調査の進捗率は、平成19年度末現在、全国で調査対象面積の48％にとどまっている。
○ 地域別に見ると、土地が細分化され筆数が多いことに加え、地価が高く権利意識も強い都市部（DID：人口集中

地区）の進捗率が20％と特に低くなっている。また、地籍調査未実施地域の大部分を占める林地についても、進
捗率が全体の平均を下回る41％にとどまっている。
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（参考）地籍調査の実施状況

■ 地籍調査の調査対象面積に対する実施状況

資料：国土交通省「平成21年版 土地白書」より国土計画局作成

■ 都道府県別地籍調査進捗率（平成19年度末時点）

対象面積
(万ha)

H19年度末時点

実施面積
(万ha)

達成率
(%)

DID 123 24 20

宅地 178 89 50

農用地 721 505 70

林地 1,841 751 41

合計 2,862 1,369 48

注1：対象面積は、全国土面積(3,779万ha)から国有林及び湖沼等の公有水
面を除いた面積である。

注2：宅地、農用地、林地については、DID以外の地域を分類したもの。

不在村者等の所有する土地の現況
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耕作放棄地による外部不経済

管理放棄に伴う問題点

○ 全国の市町村に対するアンケート調査によれば、迷惑土地利用として耕作放棄地が発生していると回答した市
町村において、周辺の地域や環境に与える影響として、約8割の市町村が「周辺の営農環境の低下」を挙げ、
「風景・景観の悪化」を挙げる市町村も約6割にのぼる。

資料： 国土交通省土地・水資源局「地域に著しい迷惑(外部不経済)をもたらす土地利用の実態把握アンケート
結果」(平成21年3月)より国土計画局作成

■ 耕作放棄地による外部不経済

問 迷惑土地利用の発生により、周辺の地域や環境に対してどのような影響が生じていますか。
（複数回答）

※ 『回答市町村』は、迷惑土地利用として耕作放棄地があると回答した市町村数。
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手入れの行われていない山林による外部不経済

管理放棄に伴う問題点

○ 全国の市町村に対するアンケート調査によれば、迷惑土地利用として手入れの行われていない山林があると回

答した市町村において、周辺の地域や環境に与える影響として、半数以上の市町村が「風景・景観の悪化」、「ゴ
ミなどの不法投棄等を誘発」を挙げている。

■ 手入れの行われていない山林による外部不経済

資料： 国土交通省土地・水資源局「地域に著しい迷惑(外部不経済)をもたらす土地利用の実態把握アンケート
結果」(平成21年3月)より国土計画局作成

問 迷惑土地利用の発生により、周辺の地域や環境に対してどのような影響が生じていますか。
（複数回答）

※ 『回答市町村』は、迷惑土地利用として手入れの行われていない山林があると回
答した市町村数。
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廃屋・廃墟等による外部不経済

管理放棄に伴う問題点

○ 全国の市町村に対するアンケート調査によれば、迷惑土地利用として廃屋・廃墟等があると回答した市町村にお
いて、周辺の地域や環境に与える影響として、72％と最も多くの市町村が「風景・景観の悪化」、次いで「防災や
防犯機能の低下」（66％）を挙げており、「火災の発生を誘発」、「ゴミなどの不法投棄等を誘発」を挙げる市町村
も半数近くにのぼる。

■ 廃屋・廃墟等による外部不経済

資料： 国土交通省土地・水資源局「地域に著しい迷惑(外部不経済)をもたらす土地利用の実態把握アンケート
結果」(平成21年3月)より国土計画局作成

問 迷惑土地利用の発生により、周辺の地域や環境に対してどのような影響が生じていますか。
（複数回答）

※ 『回答市町村』は、迷惑土地利用として廃屋・廃墟等があると回答した市町村数。
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所有者以外の主体による管理の現状

所有者以外による農地の管理

○ 農地については、経営耕地の減少が続く中で、農地の借地は増加を続けている。特に平成12年から17年にか
けては、農家以外の農業事業体（販売目的）が経営耕地及び借地ともに大きな伸びを示した。
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資料：農林水産省「農林業センサス」より国土計画局作成

■ 農家の経営面積及びそのうち借地の推移 ■ 農家以外の農業事業体（販売目的）の経営面積
及びそのうち借地の推移
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管理放棄地対策

農地法等の改正①

資料：農林水産省資料より国土計画局作成

○ 農業生産･経営が展開される基礎的資源としての農地を確保し、その有効利用を図ることを目的として、平成21
年6月に農地法等を改正した。

農地を貸しやすく、借りやすくし、農地を最大限に利用

◇農地法の目的等の見直し

○ 目的について、「農地は耕作者自らが所有することを最も適当と

する」との考え方を、「農地の効率的な利用を促進する」考え方
に改めるとともに、農地が地域における貴重な資源であること、
地域との調和に配慮した権利の取得を促進すること等を明確化

○ 農地について権利を有する者の責務として、「農地の適正かつ
効率的な利用を確保しなければならない」旨を明確化

◇農地を利用する者の確保・拡大

① 貸借規制を緩和し、会社、NPO等が参入しやすくするとともに、農

村集落において、非農家も含めた構成員による集落営農法人をつ
くりやすくする等貸借による利用を拡大

② 農業生産法人への出資について、農外との連携による経営発展に
資するよう外部からの出資規制を緩和（1/10以下の廃止、農商工
連携事業者等の場合1/2未満）

③ 農協による農業経営は、従来、組合員との関係で制限していた
が、組合員の合意で貸借により可能に◇農地の面的集積の促進

市町村、公社等の公的な信用力のある機関が、委託を受け、分
散した農地を面的にまとめる仕組みを全ての市町村で導入

◇遊休農地対策の強化

所有者が分からない遊休農地についても知事の裁定で公社等が利
用できるよう措置

＜農地税制の見直し＞
農地制度の見直しを前提として、農地の相続税の納税猶予制度を見直し

〔農地を貸すと打ち切りになった納税猶予を、他の人に貸した場合でも適用を受けられるように〕

これ以上の農地の減少を食い止め、農地を確保

◇農地転用規制の厳格化

① 病院、学校等の公共施設への転用についても、許可不要から協議制へ
② 違反転用に対する罰則を強化（法人：300万円→1億円）

◇農用地区域内農地の確保

担い手により利用されている農地等は、農用地区域からの除
外を認めない
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管理放棄地対策

農地法等の改正②

資料：農林水産省資料より国土計画局作成

○ 今回の農地法改正により、遊休農地対策については、すべての遊休農地を対象とした対策とし、農業委員会が

毎年、農地の利用状況の調査を行い、指導等を実施することや、所有者の不明な遊休農地にも供託により利用
権を設定することが可能となった。

■ 遊休農地対策の仕組み

農業委員会による農地の利用状況調査
（第30条第1項・第2項）

○ 法的措置の対象を要活用農地から全ての農
地に。

○ 農業委員会が農地の利用状況を常に把握。

農業関係団体・農業者からの申出（第31条）

農業委員会による指導（第30条第3項・第4項）

農業委員会による遊休農地である旨の通知・公告
（第32条）

・ 所有者等は遊休農地の利用計画を農業委員会へ届出（第33条）
・ 農業委員会による利用計画に対する勧告（第34条）
・ 利用希望者への利用権設定等について、農業委員会から所有者等へ

協議の通知（第35条）
・ （協議不調の場合）都道府県知事による調停（第36条）

都道府県知事による裁定（利用希望者への特定利用権又所有者が不明
の場合の遊休農地を利用する権利の設定）（第37条～第43条）

・ 市町村長による営農への支障除去の措置命令（第44条第1項・第2項）
・ 市町村長による代執行（第44条第3項～第5項）

○ 不耕作状態等の農地がある場合には、農業

者等から農業委員会に対して調査等を求め
ることが可能。

○ 所有者が判明しない場合でも利用する権利
の設定可能。



集落協定又は個別協定に基づき、５年間以上継続して行う農業者等
（第３セクター、生産組織等を含む）
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管理放棄地対策

中山間地域等直接支払制度

①対象となる地域

②対象となる農用地

③対象となる行為

④対象者

⑤交付単価
特定農山村法、山村振興法、過疎法、半島振興法、離島振興法、沖縄
振興開発特別措置法、奄美群島振興開発特別措置法、小笠原諸島振
興開発特別措置法の指定地域及び都道府県知事が指定する地域

以下の基準に該当する農振農用地の１ｈａ以上の一団の農用地

○小区画・不整形な田
○高齢化率・耕作放棄率の高い集落にある農地
○積算気温が低く、草地比率の高い草地

集落協定又は個別協定に基づき、５年間以上継続して行われる農業生
産活動等

体制整備単価 （10a当たり）

加算単価 （10a当たり）

注１）基礎単価
は体制整備単価
の８割。

注２）また、小
区画・不整形な
田、高齢化率・
耕作放棄地率の
高い農地は、緩
傾斜の単価と同
額。

注３）一農業者
あたりの交付上
限は100万円
（但し、生産組
織、第三セク
ター等は適用
外）

注４）規模拡大
加算と土地利用
調整加算の重複
需給は不可。

注５）同一農用
地を対象とした
特定農業法人加
算と農業生産法
人加算の重複需
給は不可。

○急傾斜地

○緩傾斜地

水田傾斜 1/20

水田傾斜 1/100

畑傾斜 15°

畑傾斜 8°

○ 耕作放棄地の増加等により多面的機能の低下が特に懸念されている中山間地域等において、農業生産条件の

不利を補正するための施策として、農業者等が結ぶ集落協定に基づき行われる農業生産活動等に交付金を交
付することとし平成12年度より実施している。

資料：農林水産省資料より引用

（平成20年度交付総額518億円、対象市町村：1116市町村）



森林境界の明確化

■ 森林境界の明確化に対する支援

資料：国土交通省土地・水資源局資料及び林野庁資料より国土計画局作成

○ 森林境界の明確化に対する支援として、将来の地籍調査に備えて概ねの境界調査を実施する「山村境界保全
事業（国土交通省 土地・水資源局）」のほか、森林施業の集約化や間伐の推進を目的とした林野庁関連事業が
実施されている。

○ このような取組を踏まえ、都道府県等の地籍調査担当部局と林務担当部局とがデータ提供等の連携を図り、より
一層の地籍調査等の促進を図ることとしている。

支援メニュー 実施方法 対象となる経費

山村境界保全事業

（国直轄）

【国土交通省 土地・水資源局：
Ｈ１６～】

山
況
概
（市

村地域にあり、すぐには地籍調査を実施する状
にない山林について、将来の地籍調査に備え、
ねの境界調査を国の直轄事業により実施。
町村等に委託）

・人証等による現地調査、境界測量

・調査表の作成 等

森林整備地域活動支援交付金

（定額）

【林野庁：Ｈ２１拡充事業】

※「施業集約化・供給情報集積事
業」が実施される森林が対象

森
ま
た
施

林施業の集約化（複数の利用間伐森林等を取り
とめ、効率的な低コスト林業生産を進めること）の
め、市町村と協定を締結した森林所有者等が実
。（委託可能）

・森林情報の収集活動

・人証の活用を含む境界明確化

・境界測量など現地調査 等

【交付額：2万円/ha、又は2.4万円/ha
（人証を活用した場合）】

森林境界明確化促進事業

（定額）

【林野庁：Ｈ２１新規事業】

奥地、所有者不明などの条件不利地域での間伐の
実施のため、市町村、森林組合等からなる地域協
議会が対象区域を決めて実施。

・所有者確認などの事前調査

・境界測量など現地調査

・図面表示など成果品の整理

・協議会の運営 等

【交付額：4.5万円/ha】

管理放棄地対策
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【森林整備地域活動支援交付金（定額）】

森林所有者の合意形成による間伐等森林施業の集約化

■ 「地域集約化促進協議会」の設置等による集約化の面的拡大

○ 森林組合等の林業事業体が、木材を低コストで安定的に供給していくことを目的として、林業経営相談会等を通
じた森林所有者との合意形成により、間伐等の森林施業の集約化を推進している。

○ 具体的には、施業意欲の低下した森林所有者に対し透明性の高い施業プランを提案するとともに、施業の集約
化に向けて森林所有者と長期施業受委託契約を締結する。（ 「施業集約化・供給情報集積事業」等）

○森林情報の収集活動及び境界の明確化等の推進

○地域全体の「集約化実施計画」の作成

○施業提案、長期施業受委託契約の締結

不在村森林所有者を含む森林所有者に対し、集約化
の説明、助言、意向把握等を実施。

森林所有者に対し、集約化のメリットと低コスト作業等による経費見込みを提示しながら、
具体的な施業内容を提案。

伐採可能森林について、森林情報の収集活動、人証（地域の境界に精通した者）の活用を含む境界明確
化、境界測量等を実施。

地域集約化促進協議会等で調整された施業実施者は、森林所有者との「長期施業受委託契約」を締結する
とともに、伐採可能森林について、必要経費、収入見込額を含んだ「施業提案」を行い、具体的な間伐等の
施業の計画及び実施について合意形成を図る。

管理放棄地対策

【森林施業の集約化】
複数の利用間伐森林、小規模、分散する利用間伐森林等を取

りまとめ、必要な低コスト作業路網の計画・整備、高性能林業機
械の導入を行うことで低コスト林業生産を進めるもの。

○林業経営相談会の開催

○地域施業提案会の開催

資料：林野庁資料より国土計画局作成
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不在村森林所有者への森林施業の働きかけ等

管理放棄地対策

■ 不在村森林所有者との長期施業受委託契約等の促進

○ 三大都市圏、都道府県庁所在地における「ふるさと森林会議」の開催、司法書士団体と森林組合等との連携に

加え、網羅的なダイレクトメール等の送付により不在村森林所有者への森林施業の働きかけを実施している。
（「施業集約化・供給情報集積事業」）

資料：林野庁資料より国土計画局作成

ふるさと森林会議（三大都市、都道府県庁所在地）

東京、大阪、名古屋の三大都市、または都道府県庁所在地等に在住
する地方不在村森林所有者に対し、ダイレクトメール等により通知し、こ
れを受けて参加した不在村所有者に対して、地元森林組合等が施業の
受委託の働きかけ等を実施。

ダイレクトメール等による網羅的な働きかけ

上記以外の、これまで「ふるさと森林会議」の取組に参加していない森
林組合に関係する不在村森林所有者、これまで働きかけが困難な不在
村者に対し、ダイレクトメール等により通知し、森林施業の働きかけを実
施し、併せて、不在村森林所有者の森林施業に関する意向を把握。

森 林 組 合

施業の説明、働きかけ

ダイレクトメールによる働きかけ

森林施業の
受委託の働きかけ

不在村所有者の
森林施業に対する意向調査

■ 司法書士団体との連携による森林施業の働きかけ

連携による働きかけ

司法書士と森林組合が連携し、相続登記者等（見込み者
を含む）へ、司法書士は森林整備の働きかけや施業を行う
森林組合の紹介、森林組合は相続登記の勧めを行う。
また、位置確認が困難な相続登記等に対し、森林組合が境
界測量等でバックアップを行う。
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不在村者

不在村者

不在村者 長期施業受委託契約

売却希望林地の把握

森林組合連合会

森林組合

司法書士会

司法書士

相続登記者

施業を受託する森林組合
の紹介（随時）

② 森林整備を希望又は関心が
ある所有者の紹介

該当する森林組合の紹介

④ 森林整備の働きかけ、施業の委託

① 相談

③

情
報



水源のかん養、土砂災害の防止、景観の保全、木材の生産等
森林の有する多面的な機能の持続的な発揮

造林未済地の解消対策

資料：林野庁資料より国土計画局作成

○ 森林整備事業等の活用により既に発生している造林未済地の減少を図っているほか、長伐期化や針広混交林
化等多様な森林整備の推進、施業の集約化による収益性の向上等により新たな造林未済地の発生を防止する
など、その解消に向けた取組が行われている。

管理放棄地対策

■ 造林未済地の解消・発生防止に向けた取組について

既に発生している造林未済地の解消に向けた取組

○ 森林整備事業による人工造林等の推進

＜森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法関連（平成20年5月施行）＞

○ 市町村に直接交付する交付金制度の創設による造林支援
○ 造林未済地への植林に対する地方債の適用

国
約５割

都道府県
約２割

所有者負担
約３割

（３０％） （７０％）

新たな造林未済地の発生防止のための取組

○ 公的主体による人工造林等の推進
・ 特定森林造成事業を活用した都道府県及び市町村による緊急避
難的な造林未済地の解消

地方債により100％充当

元利償還金の30％について、

後年度、普通交付税の算出基礎
となる基準財政需要額に算入

※森林整備事業の一般的な負担割合

※

１ 伐採及び伐採後の造林の届出制度の周知徹底・運用改善
・ 伐採後の造林が適切に実施されるよう告示を改正
・ 市町村担当者等が理解しやすい事務処理マニュアルの配布
・ 都道府県及び市町村からの相談に対する適切な助言

２ 市町村森林整備計画等森林計画制度の適正な運用の徹底
・ 人工造林の場合は原則２年以内、天然更新の場合は概ね５年を超えない期間
で更新を完了
・ 天然更新完了基準に基づく更新の確認
→ 更新が未了の場合、植栽又は更新補助作業を行う。（所有者に対する指導）

３ その他
・ 伐採跡地や的確な把握の促進（衛星画像の活用など）
・ 長伐期化や針広混交林等多様な森林整備を推進するための施業体系の普及
・ 高齢級間伐の実施による長伐期施業への移行促進等
・ 森林所有者に利益が還元されるような新生産システム等の普及

● 指導を経てもなお適切な更新が履行されない場合
→ 施業の勧告や伐採及び伐採後の造林届出に基づく遵守命令等

を行う。（市町村や担当者に対する指導助言）
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管理放棄地対策

空家・空地対応策

○ 全国の市町村に対するアンケート調査によれば、廃屋・廃墟等の迷惑土地利用への対応の有無について、全体
の69%が「対応している」と回答しており、具体的対応策としては、廃屋・廃墟等の迷惑土地利用が発生している
約半数の市町村において「所有者への行政指導」を挙げている。

長万部町空き地及び空き家等の環境保全に関する条例(抄)

第１条 この条例は、空き地等に繁茂した雑草、放置物、資材等及び空き家等が放置されることにより、管理不全の状態におちいることを防止するため、これらの環境保全を図
り住民生活の安全と環境衛生の向上に寄与することを目的とする。

第３条 空き地及び空き家等の所有者等は、当該空き地及び空き家等を管理不全の状態にならないように管理維持し、清潔保持のための除草、放置物、資材等の整理整頓及
び建物の適正な管理を行わなければならない。

第４条 町長は、空き地及び空き家等が管理不全の状態になるおそれがあるとき、又は管理不全の状態にあると認めたときは、当該空き地及び空き家等の所有者等に対して、
必要な措置を講じることを勧告することができる。
第５条 町長は、空き地等に関して前条の規定による勧告に応じない場合、又は管理不全により雑草等が著しく繁茂し若しくは放置物、資材等が放置され、周囲の環境を著しく
損ね又は危険な状態にあることについて苦情があった場合で、必要と認めたときは、所有者等に対して改善すべきことを命ずることができる。

資料：国土交通省土地・水資源局「地域に著しい迷惑(外部不経済)をもたらす土地利用の実態把握アンケート結果」(平成21年3月)より国土計画局作成

■ 廃屋・廃墟等の迷惑土地利用の対応策

◆条例の事例

問 貴市区町村における迷惑土地利用への対応状況についてお伺いします。迷惑土地利用に対し、貴市区町村ではどの
ような対応を行っていますか。（複数回答）

対応している
69%

対応していない
22%

無回答
22%

●廃屋・廃墟等の迷惑土地利用への対応状況 ●廃屋・廃墟等の迷惑土地利用への対応策

回答市町村
444

※ 『回答市町村』は、迷惑土地利用として廃屋・廃墟等があると回答した市町村数。
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ケーススタディ

新潟県糸魚川市根知地区概要

資料：画像は糸魚川市「eまっぷいといがわ」システムを利用して国土計画局作成

平成17年国勢調査人口(大字根古屋) 1,332人
65歳以上人口比率 43.2%

昭和3年国勢調査人口(根知村) 4,128人
大正9年国勢調査人口(根知村) 4,399人
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ケーススタディ

新潟県糸魚川市根知地区・現在

資料：糸魚川市「eまっぷいといがわ」システムを利用して国土計画局作成



32

ケーススタディ

新潟県糸魚川市根知地区・昭和50年撮影

資料：国土交通省国土計画局「国土数値情報ウェブマッピングシステム」を利用して作成
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ケーススタディ

新潟県糸魚川市根知地区の取組(上根知営農組合集落協定の概要)

項 目 内 容

集
落
の
概
要

集落の概要 根知地区は、新潟県南部の長野県境近くに位置しており、山間地に点在する6つの集落から構成されている。農家戸数は約50戸、耕地面
積52.6haである。近年、高齢化の進展と離農者の増加から耕作放棄地の発生が深刻化しているが、地域の活性化を図るため、水稲に加え、
地元で生産した農産物の直売や加工品の販売に取り組んでいる。

協定締結に至る
経緯

平成12年度からの前対策では、上根知地区内で7つの集落協定を締結していたが、過疎化、高齢化が進行している集落では集落機能その
ものが低下していた。17年度からの新対策に取り組むに当たり、糸魚川市が中心となり、「根知地区振興計画作成委員会」を組織し、根知
地区振興計画（プロジェクトZ）を策定した。今後、本制度と根知地区振興の効果的な取組を図るため、集落協定の一本化の検討がなされ、
17年9月に「上根知営農組合集落協定」として広域協定を締結し、行政と一体となって地域の活性化に取り組むこととした。

集落の目指す
将来像

ア 次世代を担う認定農業者を育成するとともに、集落を基礎とした営農体制を整備し、1集落1農場を目指す。
イ 平成16年から農業特区に参入した地元建設業者と連携を図り、個人対応できなくなった農地、農作業を受託する体制を確立する。
ウ 旧中学校の寄宿舎を加工施設として有効活用し、付加価値を高めた新たな地域の特産品として販売し、地場産業の活性化を図る。

特
徴
的
な
活
動
内
容

「農業特区」を活
用した農地保全

16年度に農業特区が設定され、農業分野に地元建設業者が参入しているが、当該法人と連携して、個人対応できなくなった農地や農作業

を委託し、耕作放棄地の発生を防止している。なお、山間地の悪条件下にある耕作放棄地を復旧した「ブルーベリー」、育苗ハウス跡を有効
活用した「越の丸なす」の栽培、転作田を利用した「そば」の作付拡大を図っており、地元のマーケットや地元スキー場、イベントでの販売活
動を展開している。また、水路・農道の維持・管理や改修作業については、各集落に代表者を設置して対応しているが、集落内で対応できな
いときには、集落を超えた「農業促進グループ」が活動を実施し、農地保全管理に努めている。

農地利用調整
組織(愛称「田吾
作」)の設置

市が中心となって過疎化・高齢化が進行している根知地区を活性化するため、根知地区振興計画（プロジェクトZ）に基づき、地区内7つの集

落で担い手のいない農地を積極的に紹介する「農地保有合理化事業」を活用して利用権設定等を行う自主的な農地利用調整組織（愛称
「田互作（たごさく）」）を17年11月に設立し、地域内の耕作放棄地の拡大を防止している。

直売所「ちゃん
まいろ市」の充
実と特産品の充
実

現在は、国道沿いの駐車場にテントを張り、4月から11月の日曜祝祭日に収穫した山菜や野菜等を販売している。今後は市の協力を得て、

地区内の遊休施設（旧中学校の寄宿舎跡）を利用した農産物加工施設及び直売所「ちゃんまいろ市」を整備し、農産物等の加工と通年販売
による所得の向上を目指している。（主なもの：笹寿司、歩荷（ぼっか）そば（地場産そば粉の手打ちそば）漬物、惣菜等）また、耕作放棄地の
復旧後の作物として、「うど」、「たらの芽」、「ぜんまい」等の導入を検討しており、糸魚川農業普及指導センターから栽培技術の指導を受け
ている。さらに、ホームページを立上げ、地域の情報をPRしているが、インターネット等を活用した農産物等の販売に取り組む。
（いきいきe-根知村（根知恵の会）URLhttp://e-nechi.himenokuni.com/ ）

女性グループが
中心となった景
観形成活動

国道から集落へ通じる主要道の沿線に、女性グループが中心となり「ひまわり」や「コスモス」などを植栽している。子供達や高齢者も一緒に
なり、同グループが責任を持って管理することにより、地域の連帯感が一層増し、景観形成や環境保全が図られている。

ｸﾞﾘｰﾝ･ﾂｰﾘｽﾞﾑ
等の取組

昭和61年度から東京都の私立中学校の農村体験学習を受け入れている。今後も受入農家の増加を図るなど、受け入れ体制を整えていく。

また、「そば」の棚田オーナー制度、行政と地域住民が連携した体験観光農園等、都市交流事業を積極的に取入れ、集落の活性化を図って
いきたい。

資料：農林水産省北陸農政局HP「中山間地域等直接支払制度を活用した取組事例」より国土計画局作成
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ケーススタディ

根地地区における耕作放棄地の拡大防止に向けた取組

資料：いきいきe-根知村（根知恵の会）HPより引用



国土利用の規模

参考資料
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※1 国土交通省国土計画局調べ（平成16年時点）
※2 第5回自然環境保全基礎調査（平成6～10年度）より国土交通省国土計画局作成
※3 平成17（2005）年国勢調査3次メッシュより国土交通省国土計画局作成

利用区分別の面積※1

自然環境保全基礎調査
植生調査※2

メッシュ内の人口分布※3

（2005年時点）

千メッシュ（≒万ha）

万ha

森林
2,510

原野

28

農地

480
宅地

184

道路

132

その他

312

自然林・自然草原

700
二次林

900
植林地

900
水田・水田雑草

410

畑地・
畑地雑草

190

市街地
緑の多い住宅地

工場地帯

その他

470190

水田・畑地 等植林地自然林・自然草原 二次林

分布なし

600
分布なし

500
分布なし

550
分布あり

550
分布あり

310
分布あり

350
分布あり

400 175

：メッシュ内に人口分布あり
：メッシュ内に人口分布なし

凡例（人口分布）

50 15

160

100

水面・河川・
水路
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